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 本論文は、著者が創業した株式会社ハネロンを起業から 30 数年持続させた実戦経験を基
盤として、高知工科大学大学院博士課程起業家コースにおいて学んだ基礎知識・見識、な
らびに研究成果を表題にまとめたものである。 
 「企業の寿命は 30 年である。」[1]という報告がなされて久しい。田舞徳太郎は、「30 年
を越えて続いたら一人前と言われる。ただ運が良かったから永続できるというのは、決し
てありえない。」[2]と述べている。 
 日本の中小企業は 90 年代以降、廃業率が開業率を上回り、その差が拡大傾向にある。又









序 章 背景と論文の狙い、研究目的、研究方法を示した。 
第 1 章 バブル崩壊後の中小製造業の内・外的実態を分析し、経営革新の実態を調査した。 
第 2 章 ベンチャー企業の日米比較と成長阻害要因の課題分析を行った。 
第 3 章 自立型事業変革のための持続可能経営の課題に対し、分析の基礎理論、先行研究、
分析の視点を示した。 





































































第４章 事例研究Ⅰ ハネロンの起業から自立化への取り組み過程 
















第 1 章 バブル崩壊後の中小製造業の実態分析 
 １－１ 中小製造業の位置づけ 
  「中小企業」とは製造業（建設業・運輸業を含む）で、「資本の額または出資の総額が 
 3 億円以下の会社ならびに常時使用する従業員の数が 300 人以下の会社および個人」と 
 「中小企業基本法」（1963 年公布施行、1999 年全面改正）で規定されている。以下に示
すように全体に対する割合を見るだけでも、日本の経済活動に重要な位置を占めている。 
 表 1．に主要な規模を上げる。 
 
   事業所数 99.4％  雇用従業員数 74.2％ 
   売上高  42.5％  出荷額    51.2％  付加価値額 57.7％ 
 



















の統計によると、図 1．に示すように 1991 年以降、廃業率と開業率の差が大きくなる傾
向にある。また、図２．に示すベンチャーの退出率によると、開業後第 1 年目の退出率























































































  中小企業庁の調査（「企業資金調達環境実態調査」2001 年 12 月）によると、中小企業
向けの市中金融機関の融資残高は、1996 年以降減少しており、2001 年段階で 5 年前と
比べて約 50 兆円の減少となっている。貸出金利については事業規模が小さくなるにつれ







 表 2．に、経営の 4 要素から見た大企業と中小企業の主な格差を以下に上げる。 
 
   資源       大企業           中小企業 
  ヒト（人材）   内外共に豊富        内外共に少ない 
  モノ（自社製品） 過去･現在共に豊富      単品又は過去の遺産 
           未来商品パイプライン充実  未来主力商品を持つ企業は極少数 
  カネ（資金）   直接金融          どの企業もパイプは細っている 
  情報       内外から無料･廉価で     廉価な情報は相当注意が必要 
           質の高い情報が入る     外部情報は高価で質も疑問 
 

















































2005 年 4 月に統合されている。[14] 
   １．「中小企業経営革新支援法」 
 13
      既存の全中小企業を対象に、1999 年 7 月に制定 
      内容 付加価値を 3～5 年で 3％／年増加させる経営革新計画に対し、補助金
または低利融資を行う 





      中小企業白書 2006 によると 3～4 割が成功し、小さい企業ほど高くなってい
る。 
   ２．「創造的事業活動の促進に関する臨時措置法」 
      一般的に創造法と呼ばれ、1995 年 4 月に制定 
      内容 新規性技術に関する研究開発を行う企業で、創業企業・研究開発型企
業を対象とする。 
   ３．「新事業促進法」 
      創業企業・新たな事業を対象に、1999 年 2 月に制定 
 









      ヒット商品は、偶然ヒットしたのではなく、販売前からの予想が 89.1％で 
     開発・生産・マーケティングの一体活動が可能であるから、成功率が高い。こ
のような商品しかやらない傾向がある。 
      差別化は、ほとんどが斬新的改良で 78.7％と高く、飛躍的改良は経営者の動
機が多い。価格設定については、内部条件や外部環境の把握で設定されるが、 
     売れる客を探す戦略も取られている。 
２．市場開拓 






      中小企業でもブランド戦略が必要となる。ブランドには商品ブランド・企業
ブランドがあり、知名度の向上につながり、品質保証・識別機能などがある。 
     現在 2～3 割りの企業が取り組んでおり、ブランド価値の取り組みはますます 
     重要である。 
３．新たな創造を生み出す事業連携 
      開発型連携は産学官連携が多く、分業型連携はそれぞれの企業または機関が 





















第 2 章 長つづきしないベンチャー企業 
 ２－１ ベンチャー企業の歴史と米国との比較 
１．「ベンチャービジネス」の定義と特徴 
   一般化している定義は次の通りである。[5] 
   「研究開発集約的、またはデザイン開発集約的な能力発揮型の創造的新規開発企業」 
   特徴として次の事柄が上げられている。 
   （1）「研究開発集約」的な企業経営 
   （2）「新規開発企業」または「設立後間もない企業」 
   （3）「革新性」や「イノベーション」を伴う事業の遂行 
   （4）「新規性・創造的・独創性のある商品」を生み出す 
   （5）「冒険的」・「ハイリスク」 
   （6）成功すると「高い収益性」 
   （7）「アントレプレナーシップ」即ち、高い経営能力、高い志に富む 
   （8）「独立性」 
   （9）「国際性」 
   （10）「社会性」 
２．日本におけるベンチャーの歴史 
   第 1 次ブーム時代（1970～73 年頃）の特徴 
    日本経済が高度経済成長にさしかかって開放体制に向かっている時代、又「重化
学工業型産業構造」から「知識集約型産業構造」に向かっている時代である。 
   「中小企業白書昭和 48 年版」で「知的経営活動の度合いが高い典型的な企業」を 
   「ベンチャービジネス」と名づけて分析する箇所が設けられた。 
   第 2 次ブーム時代（1982～86 年頃）の特徴 




   （85 年）の後の円高不況で終焉する。 
   第３次ブーム時代（1994～現在まで）の特徴 









   表 3．は、米国との比較をしたものである。 
 
             日本              米国 
    開廃業率   ４％台の同水準       開業率がはるかに上回っている 
    株式公開     約３０年            平均７年 
    成長率  高くない(上位 20 社平均 32.9％) 高い(上位 20 社平均 182.5％) 
 
表 3 ベンチャー企業の米国との比較[18] 
 
（１）米国企業の歴史的変化とシリコンバレーの実情[46][47] 





である。1970 年代は半導体、1980 年代は PC・WS・周辺機器、1990 年代は通信･














    日本においては近年、ベンチャー企業を支援するための制度が政府はじめ民間の
ベンチャーキャピタル等において充実してきているにもかかわらず、開業率が廃業





















 ２－２ ベンチャー企業の成長モデルと阻害要因 







   第１段階 創業資金  先端知識・アイディアによる事業開始資金 
   第２段階 経営人材  事業開始からイノベーションを継続させる人材 
   第３段階 追加資金  イノベーションを継続させ、製品開発にたどり着く資金 
        経済変化  製品開発に至るまでの何らかの経済的な変化 





























   第１段階 情報・知識の不足、資金・人材の不足、決断力の欠如 
   第２段階 予想できなかった問題、試行錯誤、無理な拡大 
   第３段階 競争の出現（リスキーグロース）、行政との摩擦 
































 ２－３ 課題  技術･市場･リソース(経営)･外部環境の検討 




  さらに、今後に期待されている主な課題は、次の通りである。 
z 大学発ベンチャーの立ち遅れ 
z 大企業スピンオフの期待 
















  外部環境は著者の経験では、第 4 章の事例研究から、約 10 年ごとに大きく変化してい
るようである。時代のニーズ･トレンドをいち早く掴むことがビジネスを成功させる必要
条件である。 








































































       グローバル経済の中、中小企業にとっても知財戦略は重要な課題である。 
    技術経営においては、経営戦略の中心に自社の技術を置く。従って、第一には、 
   戦略が自社の技術蓄積を利用することになる。即ち、自社で何が出来るか、何が競





    技術経営に必要な要件として、技術哲学、事業観・戦略眼、組織観の三つが上げ
 22
られるが、著者は特に技術哲学に拘りたい。Gehani の 6 気筒エンジンモデル[22]で、 
















    技術経営を技術開発のマネジメントと、技術をベースとした経営の同心円活動と 




























































    全ての製品･サービスにはライフサイクル(寿命)があり、企業の持続成長には、そ
の前に、次の柱となる新規事業開発を行うことは重要な経営行動である。柳孝一は 
   新規事業開発論について、以下の 10 項目を上げている。[4] 
① 脱下請け、自社製品開発への強い願望 
② 小さな挑戦とその失敗の効用 
       事業失敗経験が現在の事業に活かされているという回答が 35.7％、少し活
かされている 36.7％を合計すると 72.4％である。[26] 
中小企業金融公庫総合研究所 ｢事業展開実態調査｣ 
    ③ OEM 生産拡大による企業基盤の強化 
       新規事業を立ち上げる前に、リスクが少ない形での OEM 型での参入により、
企業基盤を確立する。ハネロンは、事例研究のフェーズ 3 で OEM に事業転
換した。 
    ④ 新規事業開発における情報源 
       前記｢事業展開実態調査｣の中で、顧客･取引先 75.5％、同業者･団体 45.9％ 
    ⑤ トップマネジメントのリーダーシップ 
       前記｢事業展開実態調査｣の中では、代表者 58.0％、役員･従業員 38.9％と 
なっており、代表者の重要性が裏付けられている。 
    ⑥ 新規事業開発の推進体制 
       少数精鋭チームを結成し、トップが支援する。本業との兼務は避け、好奇
心が強く粘り強い人を選ぶ。前記｢事業展開実態調査｣でも 2～5 人が約 70％。 
    ⑦ アライアンス戦略 
       前記｢事業展開実態調査｣では、販売先 42.9％、仕入先 36.7％で、何らかの
連携を行っている企業は約 65％に上る。大学･研究機関などは、15.2％でウエ
イトは高くない。 
    ⑧ 経営資源不足への対応 
       慢性的に不足しているが、これを補う努力を怠っている。アライアンス戦
略があり、最近は中小企業政策も充実してきている。 
    ⑨ 本業との関連性と新規性との矛盾 
       一般に中小企業の新規事業開発は、技術基盤が弱いため、本業に近く、関
連性の高い分野で行われることが多い。 
    ⑩ 立上げ新規事業の事業化による新規事業の｢創出連鎖｣｢誘発型新規事業開発｣ 







       知的資産(企業価値)は将来価値創造の資源で、企業の強みは固有の知的資産
の組み合わせである。 













       経営資源に乏しい中小零細企業でも大企業と連携（協業）することにより 




       現在のコンピタンスと顧客ニーズ／情報との間に大きな壁がある。この壁
を乗り越える｢新結合｣（気づきの発見・仕組みの創出など）が必要である。 
      課題に対する自社のリソースが充実してくると、壁を乗り越えることが出来
る。そのためには乗り越えるべき目標の明確化とポテンシャルを高めること
が必要と考えられる。 
       中小企業のイノベーションとは、自社の強みを統合し、その結果、新しい
アイディアが創造される。すると別の課題が発生し、それを解決するために 
      さらに新しいアイディアや技術を生むといった知識創造サイクルによってイ
ノベーションが行われる場合が多い。[27] 
z 競争戦略 
       利益の源泉を社内に求めるか、社外に求めるか、また、利益の源泉の着目
する点が、要因なのか、プロセスなのか、によって、4 つのアプローチが考え
られる。 




       ポジショニング・アプローチは、利益の源泉を社外に求め、それが要因と
なるものである。１つのアプローチは、SWOT 分析[29]で、戦略論のさきが
けとなり、1940 年代から始まった。企業の強み（S）／弱み（W）に対する




代替製品・サービスの脅威の 5 つである。[30] 
       学習アプローチは、利益の源泉を社内に求め、それがプロセスとなるもの
である。共同開発・技術提携などがこれに当たる。 
       ゲーム・アプローチは、利益の源泉を社外に求め、それがプロセスとなる
もので、かなり高度な競争戦略である。ブランデンバーガーは、価値を作り
出す際には協調し、分配する際には競争する生産者を補完的生産者と名づけ、 








    価値創造、価値獲得に向けてどのような経営理念で事業に臨むかが問題である｡ 
   経営理念は、経営の根本的な考え方で、企業の使命、戦略など、事業活動全体を包
含するものである。理念は常に普遍だが、現実の場における方針、戦略は、日々新
たでなければならない。 










     自然は生成発展 ⇒ 事業の創造 ⇒ 戦略 ⇒ 組織 ⇒ リソース 
⇒ 新たな事業の創造 ⇒ 
   松下幸之助は、自然は常に変化しているから、戦略は日々新たでなければならない。 
   「経営は完成のない芸術」と示唆した[34]。米国では、ビジョナリ･リーダの代表と
考えられている。 
































１．「Evolution and Revolution as Organization Grow」  Larry E.Greiner 











































段階 特徴 成長要因 危機要因 
第 1 段階 創造性による成長とリーダーシップの危機 創造性 統率力 
第 2 段階 指揮系統の成長と自主性の危機 指揮 自主性 
第 3 段階 権限委譲による成長とコントロールの危機 委譲 統制 
第 4 段階 調整による成長と形式主義の危機 調整 形式主義 




   各段階で、破綻する要因を抽出すると、以下の通りである。 
    第 1 段階 
     １．企業として、立上げがうまく行くかどうか。即ち、製品が市場に評価され
て売れ、利益が出せる仕組みが確立されるかどうか。 
     ２．製品が売れて、事業として継続できる目処が立つと、創業メンバーとの間
で、リーダーシップをめぐって対立が起こる。 
    第 2 段階 
     １．組織を作り、役割分担と責任を明確化することにより、組織に一定の規律
を与え、会計管理システム・就業規定・報酬規定・会議規定などが整備さ
れるかどうか。 
     ２．リーダーの権限委譲が出来るかどうか。 
    第 3 段階 
     １．分権化された仕組みが、市場に受け入れられるかどうか。 
     ２．下位のマネージャーの統制が取れるかどうか。 
    第 4 段階 
     １．本社スタッフによる横の調整機能がうまく作用するかどうか。 
 30
     ２．ラインスタッフと本社スタッフの対立を超えた、個人相互感の協同が行わ
れるかどうか。 
    第 5 段階 
１．リストラクチャリング（再生）に成功するかどうか。 
 
   考察 














    チャーチルは、グレイナーの直線的な成長特性を批判し、創業時は小さい傾斜で








２．「ベンチャー企業の成長プロセスと戦略についての一考察」  柳 在相 
―戦略論的視点からの成長プロセスモデルの構築― 
































図 6 ベンチャー企業の成長プロセス 
• 情報・知識の不足 • 決断の欠如 ⇒ 
第１段階 
（創業） 
• 発想の転換 • 市場細分化 
• 予測できなかった問題 • 様々な試行錯誤 ⇒ • プロセス戦略の展開 • 学習プロセスの展開 
第２段階 
（事業仕組みの確立）
• 競争の出現 • 行政との摩擦 • 資金・人材面での課題 
• 競争戦略の展開 • コア・コンピタンスの形成 ⇒ 
第３段階 
（競争優位の確保）
• 内部の分裂 • 市場の成熟化 • 組織の慣性 
⇒ 
• 経営理念の確立 • ドメインの再定義 • トップの交代 
第４段階 
（強い企業文化の形成）





  各段階の戦略課題･成長戦略を表７．に示す。 
 
段階 戦略課題 成長戦略 
第 1 段階 創業 発想の転換、創造的破壊、市場細分化 
第 2 段階 事業仕組みの構築 プロセス戦略の展開、組織学習 
第 3 段階 競争優位の確立 競争戦略の展開、コア･コンピタンスの形成 





    ハネロンは小さい市場ではあるが、第３段階まではクリヤーしつつあるものと考
えている。第 4～5 章の事例研究において見られるように、創業時の第 1 フェーズに
おいて、その後に続く企業ライフの全ての潜在的ニーズを経験し、それらの市場で
競争優位を確立する戦略を育成強化してきた。 
    著者の経験では、第 1 段階の創業時が一番大切で、仕事においてはもちろんのこ
と、経営理念、経理知識の習得、社内ルールの確立など、初期の段階で作り上げ、
第 2 段階で定着させた。さらに、起業の要件としては、1 年目は黒字必達であると考






３．｢Leading Change－Why Transformation Efforts Fail｣    John P.Kotter 
    コッターは、米国の大起業から小企業まで 100 社以上の調査の結果、企業変革（再
生）のプロセスはみな同じであることを把握した。「企業変革に成功したリーダーは、
8 個の事を正しく行っている。しかも、それらを正しい順序で実行している。」と主
張した。コッターの企業変革の 8 段階を以下に示す。[40] 
 
企業変革の 8 段階 




     第 2 段階 団結した精力的なグループの形成 
1 つのチームとして活動するように促す 
⇓ 
     第 3 段階 ビジョンの策定 
改革の方向づけと達成のための戦略立案 
⇓ 




     第 5 段階 社員のビジョン実現へのサポート 








     第 7 段階 改善を定着させ、更なる変革の計画 







     第 8 段階 次のアプローチの設定 
           新しい行動様式と企業の成功との関係を明確化する 
           リーダーシップの育成と成功が続けて起こる方法を確立する 
⇓ 
     第 1 段階へ 
 
   考察 





４．課題  制度・戦略的視点が有効な事業創造のプロセスにおける視点 











































   経営の 4 要素を如何に調達し、育成したか。 
z 人材        人材獲得と人選の方法。 
z 物         道具へのこだわり。 
z 資金        資金調達の方法。 
z 情報        どこから得たか。 
４．外部環境的視点 
z 経済環境      成長期かどうか。 
z 取引構造      構造変化にどう対応したか。 










携わっていた S 社電卓生産技術から、工場自動化（FA：Factory Automation）の需要増大
が予測され、1997 年に電卓自動化ライン検査機器一式の受注を契機として｢ハネロン電子工
業株式会社｣を設立した。起業理念を創造活動の場とした｡翌年ラインが完成し、関係他社
と共に表彰された｡以後約 10 年、FA の検査機器を主力に事業をやってきたが、電卓成熟化








  起業の原点が著者の背景そのものであるため、最初に前身について触れることにする。 








業後、フェーズ 1 のビジネススタイルになった。 
おりしも半導体の黎明期から発展期に移行中であり、新しいデバイスがどんどん開発

























   課題（問題点）に対して、以下のように対処した。 
z 版下文字のエッジの読み取り精度が悪く、印材の文字が細く仕上がる。 
















































































入力            出力 
 
 





   また各機能部品への配線本数が多く、誤配線などの不良箇所を見つけるのに時間が
かかり、サービスメンテ上からも問題があった。 
   設計に当たり入力部、制御部、出力部を分け、ユニット基板化し、製作した。 
 


























    この分野をやるとすれば制御盤ではなく、シーケンス制御部のユニット化、又は 
   汎用化(ハード)とシーケンス制御のラダー設計(ソフト)手法、即ち、オペレーション
手法の開発であることは掴んでいたが、人材不足と資金不足で開発できなかった。






































1：N になるよう管理棟をＡ型(親機)、複数火薬庫を B 型(子機)で標準化し、工夫を
重ねて解決した。 









    電卓は当初、個別（Discrete）部品による組立て（Assemble）産業であったが、S


















２．分析  技術・市場・リソース･外部環境の視点 
（１）技術の視点 

















が、CPU の登場と共に現在の PLC が誕生した。このコンセプトはユニット化の時
点ですでに掴んではいたが、開発資源の関係などで中止した。しかし、これらの経
験が、フェーズ 2 の工場自動化に対する取組みの基本になった。 










    火薬庫用警報機は、小さなシステムではあるが、複数のセンサーからセンターま
で、自然環境を含めたトータルソリューションを経験した。親機・子機の標準化、
ユニット化を電子化制御盤、ナットランナー制御装置からも学んだ。 




































    電卓生産技術関連は、S 社に同期で入社した友人の紹介である。1971 年にインテ
















ナー制御装置｣・｢火薬庫用警報機｣なども製造が継続したため、さらに 3 名増強した。 
当時は納入後 1 ヵ月据え置き、3 ヵ月の手形決済が普通であった。材料仕入れ納期










































（５）フェーズ 1 の“フシ”    事業ポートフォリオの設計 
    フェーズ 1 から 2 への“フシ”にあたり、図 9．のマッキンゼーのポートフォリオ
を使ってどうのりこえたかを説明し、FA（Factory Automation）に事業の方向を定
めた。 
    自動印鑑彫刻機制御装置は、時代を背景としたニッチな商品でありながら市場は
広く、大手の参入は予測されなかった。最大の資金源であったが、機会事業とした。 
    電子化制御盤の製作は、制御盤としては市場魅力度が低いと判断し、汎用化に対
する経営資源の不足が、自社の弱みと考え、見切り事業とした。 
    ナットランナー制御装置は、モータリゼーションから自動車産業の伸びが予測さ
れたため、市場魅力度は高いと判断した。計測制御は起業の原点なので、自社の強
みと考え本命事業とした。 
    火薬庫用警報機は、JIS 規格品であり、自社の強みであるが、市場魅力度が低いた
め、機会事業とした。 







































図 9 フェーズ１のポートフォリオ 
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４－２ ハネロン電子工業(株)設立（1977 年 9 月） FA 検査機器開発製造 














    ４月頃より話があり、打ち合わせを重ね９月に受注した｡納期は翌３月である｡内










    S 社では著者が入社する数年前より半導体部品の研究を開始し、メモリーはじめ 
   1 チップ電卓ウエハーの製造は可能であった。IC 事業部で製造されたウエハー上の



















    LCD（Liquid Crystal Display）は、電卓の小型化表示素子として用途開発された
が、間もなく N 社のゲーム機に大量に使われた。内容は、消費電流の判定、パター
ンデータの印加（表示パターンは目視）などを自動的に行わせるもので、ラインテ











フェーズ 4 で述べる TFTLCD（Thin Film Transistor Liquid Crystal Display）検
査装置の協業へと繋がった。 
 




は 8080 から始め、8085 から Z80 に引き継がれ、性能が安定した。 
    ソフト開発については、今後主役になるであろうと認識し、サービス開始して間
もない NTT の DEMOS(科学技術計算システム)を導入したが、間もなく機能的に優











   （１）製作仕様書                営業／プロジェクトリーダー 
   （２）システム設計               プロジェクトリーダー 
   （３）ソフトウエア ／ハードウエアの切り分け（どちらでやるか） 
   （４）詳細なソフト仕様書の作成 
   （５）ソフト設計書の作成 
   （６）評価設計（資料）の作成（物件により数百ページ）   力があれば外注可 
   （７）プログラミング（コーディング）（物件により数万行）       外注可 
   （８）動作確認（モジュール ⇒ 全体） シミュレーション／評価 
   （９）ハードと合わせた製品動作確認              絶対ハネロン 
   （10）ノイズシュミレーション／評価／特性試験         絶対ハネロン 
 
   この手順が極めて重要で、各セクション毎に DR（Design Review）を必ず行わせる。 
   これが、フェーズ４で ISO の品質計画書に組み込まれることになった。 









    このように電卓のキー打ち機から、画像による電卓演算検査装置まで、垂直的に
技術を発展させてきた。この効果は、これまでの技術に新しい技術の導入ができる
からである。これからのデジタル技術の中心となるCPUだけでなく、画像処理技術、 



















    法人設立に当たり、「経営方針」・「理念」・「行動基準」を定めた。理念で、職場を
「創造活動の場」とし、企業理念を確立した。 




    フレッシュマンの確保は、法人設立の前年、H 部品商社の紹介で O 大学の K 研究
室と顧問契約を行い、毎年１～２名入社させることが出来た。産学連携は人材確保
にも有力である。 


















（５）フェーズ 2 の“フシ”    事業ポートフォリオの設計 
フェーズ 2 から 3 への“フシ”にあたり、図 11．のマッキンゼーのポートフォリ
オを使ってどうのりこえたかを説明する。 
    1977 年から電卓を主とした自動化検査機事業は、やがて電卓の成熟化とともに海
外生産の展開により下火になった。他の情報機器、部品などの重要は旺盛であった












































    自立化の選択肢もあった。第 1 に、HR8000 シリーズ汎用基板の販売である。し
かし、この時期は、CPU･メモリー初め半導体の進化期にあった。CPU に関しては、 
   8080、8085、Z80 へと進化し、さらにインテル系か、モトローラー系かの選択もあ
った。汎用基板ビジネスは、これら全てをタイミングに開発する必用があった。第 2
に、画像処理ビジネスである。計測･認識･監視など市場は巨大である。第 1 に対し
ては、競争優位の確立と事業化資金の点で、実行できなかった。第 2 に対しては、 
   米国型ベンチャー経営が可能であったら選択していた。 
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４－３ OEM 事業への転換  FA 機器・電子制御機器開発製造 
                             フェーズ３（1985～1995） 
  電卓自動化検査機を主とした生産技術から、OEM 事業へ転換を図った。時代は高度成
長の真っ只中にあり、PLC の需要が急増していた。S 社は、自動車産業向けに製造販売
していた。自動車関連分野はフェーズ 1 以来、ナットランナー自動締め付け機で経験し
ており、馴染みがあった。当社の担当は PLC の I／O 部で、最盛期には 50 機種を越えた。 
 主力は PLCであったが、SD社から車載用クレーン安全監視制御装置などを受注し、OEM 
 生産した。自動車関連分野の伸びが予測された。 
フェーズ 3 の代表作の一部を以下に紹介する。 
 
１．主な開発製品 
（１）PLC の I／O ユニット 
   A：特殊入力・出力ユニット関連 
アナログ入力  アナログをデジタルに変換する（A／D 変換ユニット） 
       ４ch、DC0～±10V、DC0～±20ｍA、バイナリ 13 ビット＋符号ビット 
      アナログ出力  デジタルをアナログに変換する（D／A 変換ユニット） 
       ２ch、DC0～±10V、DC0～±20ｍA、バイナリ 15 ビット＋符号ビット 
      高速カウンタ  位置制御用高速パルスカウンタ 
       １ch、60kpps／２ch、最高 240kpps の 2 機種 
      パルス出力   位置制御用パルス出力 
       制御軸数：1 軸、最大速度：250kpps 
      シリアルインターフェイス 
       2 ポート EIA RS232C／RS422(2 線式・4 線式)、 1 ポートは RS232C 
B：I／O リンク子局（親局と遠隔で入出力する RS422 通信制御ユニット） 
      入力（標準タイプ） AC／DC 用がある 
       AC100～120V、10mA(AC100V､60Hz)、8.3mA(AC100V､50Hz) 
       DC12／24V、8mA(DC24V)、3.5mA(DC12V) 
      出力（標準タイプ） 各種タイプがある 
       AC100～120V、0.5A、トライアック出力 
       DC12／24V、0.3A、TR 出力（シンク出力） 
       DC30V、AC264V、2A、リレー出力、独立コモン 
      入出力（標準タイプ） 
       入力：DC12／24V､8mA(DC24V)、出力：DC12／24V､0.3A､TR 出力 
 
（２）車載用クレーン安全監視制御装置 













HR8000 シリーズを母体として開発を進めた。CPU は 8085 から Z80 へ移行し、言
語も C 言語が主流となった。製品仕様をクリヤーするのは至難であった。これまで
は個別技術であった商品化設計技術・評価技術・品質管理の標準化並びに商品企画
を S 社より学んだ。 
 
（２）市場の視点 
PLC の OEM は、S 社時代の同僚から、PLC 担当マネージャーの紹介を受けた。 
   時代は高度成長の真っ只中にあり、各産業とも波に乗り、生産の増強に力を入れた
ため FA 全盛で、PLC の需要は急増していた。S 社は、自動車産業向けに生産販売
していた。自動車産業は、フェーズ 1 のナットランナー自動締め付け機で経験して
馴染みがあった。S 社はメイン部の汎用化に力を入れ、当社は様々な顧客対応の I／
O ユニットの開発製造にあたり、最盛期には 50 機種を越え、現在でも約 40 機種を
担当している。 
    車載用クレーン安全監視制御装置は、大学の友人が勤務する SD 社から受注した。 
   これも高度成長がもたらした社会現象の一つと考えられる。 













    又、在庫負担などの関係からもフェーズ 2 で飽和していた組織の規模を増大させ
ず、一定規模での質的成長戦略を取ることにした。 
（４）外部環境の視点 
    当時はエズラ・ボーゲルが唱えた、まさに「ジャパン・アズ・ナンバーワン」で
あった。[43] 日本の海外投資も急増した。それに伴って FA 産業も急成長した。し
かし、バブル崩壊・グローバル化に遭遇したことにより、FA 産業・半導体産業のみ
ならず、金融・証券をはじめ全産業が停滞し後退した。第 1 章で述べた産業構造の









（５）フェーズ 3 の“フシ”    事業ポートフォリオ設計 






OEM は安定とリスクの背中合わせであることが現実になった。図 12．の BCG（ボ
ストン･コンサルティング･グループ）市場成長率‐市場シェア分析マトリクスによ
ると、当社の主力はほとんど「負け犬」になった。問題児の「人工透析計測制御装















































• SS 社経由液晶検査機 
• クレーン安全監視制御装置 
• 火薬庫用警報機 






























速に業績が悪化した。幸いにもフェーズ 2 以来携わっていた LCD 関連がカラーテレビ用
に進化したことから、新たな検査機の需要が喚起された。しかし、時代を反映して競争
の世界であった。S 社の PLC はこの時期、フェーズ 2 の電子式体温計自動較正装置で協
業した SM 社に移管されていた。今回も SM 社がラインを、当社が TFTLCD 検査機を担




    医療機分野に進出し、OEM で最初は輸液ポンプを完成品製造した。これは長時間
点滴用で商品化に成功したため、人口透析計測制御装置の依頼を受けた。受託する
前に現行の国内用装置を調査したが、当社に問題は無かった。受託後、国内用では







（２）TFTLCD(Thin Film Transistor Liquid Crystal Display)検査機開発製造 




SM 社は、LCD の初期工程製造ラインと自社の PLC を使った制御盤を製作し、検
査機は当社が担当し、協業することになった。SM 社との協業は、フェーズ２で、SM
社が体温計の自動組み立て設備を、当社が自動較正装置を担当した。フェーズ３で


















    次章で述べる自社商品「DMA」につながった商品試作開発である。 






情報により、適切な指令を MCA 無線などで伝える。 
   運行管理は、日報作成の手間を省くため、運行データーが記録されたメモリカード
から、自動的に日報が作成されるものである。 
 
２．分析  技術・市場・リソース･外部環境の視点 
（１）技術の視点 















    車両動態管理・運行管理車載端末の試作開発では、当社に新しくパケット通信技
術が導入できた。FA が停滞している中で、パケット無線による新しい遠隔監視制御
ビジネスが開けてきた。課題はセンターシステムを簡易化することであった。現在
の技術では、専用回線と LAN 設備が必要である。 
 
（２）市場の視点 
    フェーズ 3 で開発した PLC 関連機種の受注量が FA の停滞で半減し、クレーンの
安全制御装置も、ビル建築の落ち込みから激減した。また、公共投資の落ち込みで
火薬庫用警報機も同様であった。早急に新分野の開拓に迫られた。 
    テレビ用 TFTLCD 検査機で SM 社と協業しているのは、前半工程のみであり、市
場の広い後半工程に対しては、競合がひしめいている中、自力で一歩ずつ切り開い
てゆくより方法が無く、かなり善戦前進してきた。 
    ホームエレベーターは市場の増大は見込めないが、年間ほぼ安定した需要がある。 
   更なるコストダウンを目的とした技術開発で、市場シェアを高め、競合他社に差を
つけるのが戦略的課題である。 
















（５）フェーズ４の“フシ”    事業ポートフォリオの設計 


































DMA 開発の背景としては、OEM でパケット通信のノウハウを培ったこと、NTT ドコモ
社の DoPa（ドコモパケット網）による M to M(Machine to Machine)戦略に乗ったこと、
インターネット利用によるシステムの簡易化がパケット無線による新しい遠隔監視ビジネ
スの道が開けたことなどが上げられる｡ 
DMA は各種センサーおよび外部機器からのテキストデータを SMTP(Simple Mail 
Transfer Protocol) プロトコルによって E メールに変換し、パケット無線機を通じて DoPa
網経由インターネットから PC または携帯電話に E メールを送信することができる｡また逆
にメールサーバーから POP(Post Office Protocol)プロトコルによって受信し、端末を制御









  時代は IT であり、この方面に的を絞り活動させた。一方携帯電話／PHS(Personal 
handy-phone System)／モバイル端末／ポケベルが急速に普及していた。活動開始後、
間もなく NTT ドコモの戦略が、ヒューマンコミュニケーションからマシーンコミュニケ




幸いなことに当社が M 社の車載端末を開発した時、ドコモは M to M によるパケット
通信サービス（DoPa 通信）を開始したところで、これを広める協力会社としては、NTT
系を別にすれば関西で第 1 号であった。車載端末で採用した DoPa 通信を通じて交流が
始まり、センターシステムの簡易化について相談した。探索に出したソフトのリーダー















し、Input させる。テキストデータは、1500 バイト以内とする。 
＊ Input された無手順テキストデータを E メールに変換し、TCP／IP(Transmission 











































パケット網はインターネットに Link されており、インターネットに接続された PC







   課題は、当社のフェーズ 1～4 にわたり、FA 分野の計測・制御・通信の組み込みソ
フト開発には、それなりの強みがあったが、IT(Information Technology)分野に関して
は、知識はあったものの経験がなかった。主要課題を以下に上げる。 
z データを E メールに変換する SMTP プロトコル 
z パケット無線機により DoPa 網に乗せる TCP／IP プロトコル 
      車載端末では、市販のプロトコルコンバーターを使用した。 
z センターからのメールを取得する POP プロトコル 





z MRD（Marketing Requirements Document）の作成 
 
５－３ 開発と課題解決 
第 2 ステージ 
  「DMA」は、新規商品であり、当社には未経験の技術が多かったため、NTT ドコモ戦
略と合致するようドコモ関西と入念な協議を行った。仕様書の作成・評価方法と実機
検証は、開発委託としてドコモショップの入退場者数の定時通報装置を開発すること


























図 16 協業のスキーム 
 




   開発資金については、当初ドコモ関西と開発委託契約を結ぶことが出来たため自己
負担はなかった。本格的に自己資金が必要になったのは、事業化のための資金と商品 
  シリーズ化の資金である。 
   新聞発表後、事業計画書を作成した。 
 
５－４ マーケティング(事業化) と課題解決 
第 3 ステージ 
   事業化にあたり最初に取り組んだことは、NTT ドコモの認定を受けることだった。 












































図 17 事業化の経緯 
 
５－５ ブランドの構築 




































５－６ 分析  技術・市場・リソース･外部環境の視点 
（１）技術の視点 
    2000 年に M 社より「車両動態・運行管理システム」の車載端末開発を受託した際 






    SE 社の TCP／IP 変換 LSI は、初ロットであったため、市場に出てからトラブ 
ルの原因となった。初ロットは、モルモットである場合を過去（エレベーターで採 











    DMA は、インターネットを用いた低価格で簡易に設備構築が可能な新しい遠隔 
監視システムとして注目を浴びた。更に、NTT ドコモの M to M 戦略に同調し、時 
代のニーズにかなった商材であったため、セキュリティ･健康福祉･環境関連･遠隔監 
視設備関連･住宅関連･物流関連など等､当時はかなりの反響があったことは既に述
べた。また、ステージ 2 から 3 において、NTT ドコモ関西はじめ、通信事業社、遠
隔監視･制御 SI 会社、大手需要家などの市場調査は入念に行っていた。 













z 通信料の関係で、DoPa 以外のインフラを希望する顧客が多かった。 
z 携帯電話が急速に進化した。価値が、ハードからコンテンツに移行した。 
z インフラの絡んだ商品は、業界との関連づけが必要な場合が多い。 















    DMA は、顧客ニーズの課題解決から、商品シリーズ化に取り組む過程において、
フェーズ 2～3 とは違った自立的な人材が育ってきた。新規事業はまさに人を育てる 



























































































第 6 章 持続的経営を可能とさせる要因分析 
６－１ 事例分析の考察 
１．技術的視点 










   フェーズ 1 は、グレイナーや、柳在相の第 1 段階同様、創業できるかどうかである。
ハネロンはこの第 1 段階で、フェーズ 2 以降携わってきた分野を全て経験することが
できた。起業の原因となった「印鑑自動彫刻機制御装置」で、アナログ・デジタル・
メカトロの計測・制御を、電子化制御盤では、シーケンス制御と機能の汎用ユニット













   フェーズ 3 では、PLC の I／O（インターフェイス）ユニット開発製造の OEM へ 
  事業転換を図った。技術の確立はすでにフェーズ 2 で出来ていたが、商品（量産）設
計手法･評価試験法･品質管理手法を学ぶことが出来た。 































   著者が S 社を退職した 1970 年（S45）頃は、知識集約型産業構造への変革期にあり、
半導体の黎明期であった。日本が高度成長へ向かう風が吹き始めていたのである。こ
の風をいち早く感じ取った企業が多く（1970～1973 年ごろ）、第 1 次ベンチャーブー
ムとなった。ハネロンは、常に時代のニーズ（変化）に対応し継続した。各フェーズ
の市場的特徴は、概略以下の通りである。 











   フェーズ 3 では、高度成長の最終段階で、S 社が自動車産業に特化したこともあり、 
  PLC は好調であった。ハネロンでは I／O 関連ユニットが増大したが、少量多品種が多
く、部品在庫が増え、生産管理が難しかった。しかし多量品種もあったため経営上問
題になることはなかった。 
   フェーズ 4 では、1992～3 年から始まったバブル崩壊のグローバル化により、受注 





った。折からカラー液晶 TV の高精細化と大画面化の動向があり、SM 社との協業によ
る検査機で経営の柱ができたこと、また M 社のホームエレベーターで、バブル期の 8
割まで回復したが、QCD をクリヤーするのが精一杯で、十分な利益確保は難しくなっ
てきた。 


























図 18 ブランドに誘発される新規顧客事業モデル 
 
z 大企業との取引口座開設が比較的容易である。 









































起業時に雇用した 3 名は、第 2 フェーズの直前で 1 名を、第 3 フェーズの直前で他
の 1 名を独立させた。各フェーズの業務内容に合わなかったからである。長らくプロ













































範囲で飽和していた。フェーズ 3 の PLC（プログラマブル・ロジック・コントロール）










































































































































































   フェーズ３では、これまでの個別ニーズの課題解決から、PLC の少量多品種 I／O 
  ユニットの商品開発に移行した。しかし、フェーズ１～２の部分を高品質高精度に 
  商品化したもので、全体としては少しも変わっていない。商品化技術をマスターでき
たことは大きな収穫であった。 
   フェーズ４で、パケット通信技術を習得し自社商品｢DMA－S｣を開発した。当初は 
  単体販売を志向していたが、顧客ニーズのカスタマイズ商品開発販売に主体が移った
ため、これまで同様、仕事のパターンは何も変わらないことになった。 







































展開で国内設備が激変したのを境に、PLC の OEM 開発製造に事業転換した。しかし、
液晶と一部国内に生産技術があったものはそのまま検査機を続行した。 




ェーズ 1～2 と違って人手が必要であるが、前年に手当てをしておいた。 





   フェーズ 4 に入ると、バブル崩壊による設備産業の後退からハネロンの PLC 関連は
半減した。S 社の PLC は、自動車産業向けに開発された経緯があって自動車関連には
強みがあったが、入出力機器を持っていなかったこともあり、徐々に大手に侵食され、
先の見通しは暗かった。新分野開拓として期待した医療期にも失敗した。一時は店じ









































































































































• 電子制御機器開発製造 • カスタムニーズに挑戦 ⇒ 
第１段階 
（創業） 
• 現場経験 • 半導体化市場 
• FA 検査機器開発製造 • 予測できなかった問題 • 資金面での課題   
⇒ • プロセス戦略の展開 • 学習プロセスの展開 • 経営理念の確立 
第２段階 
（事業仕組みの確立） 
• OEM 事業への転換 
 FA 機器･制御機器開発製造 • 人材面での課題 • 大企業との協業志向 • コア・コンピタンスの形成 ⇒ 
第３段階 
（競争優位の確保）
• グローバル化 • 市場の成熟化 • 新規事業の取組み ⇒ 
• ドメインの再定義• トップの交代 
第４段階 
（自立化への模索） 







フェーズ 1970－１ 1977－２ 1985－３ 1995－４ 
 87
（２）組織面から見た成長プロセス（グレイナーの拡張モデル） 























他の FA に水平展開する道もあったが、FA の基幹商品である PLC（プログラマブル・











































































   米国の象徴的なシリコンバレーの実情について、第 2 章 1 節 3 項において述べた。 




















いては、第 3 章 1 節 2 項において、知的資産経営･中小企業のイノベーションで述べた。 
  また、第 6 章 2 節 4 項で説明した図 19．事業開発の垂直型逆三角形モデルは、ローリ
ターンをハイリターン化する一つの方法と考えられる。 










   日本の文化は、外来文化の日本化が多い。日本人は吸収力と改良することに優れた






















    ｢経営理念｣は、企業目的を明確にし、その目的に対する｢心｣の在りようと、活動
の在りかたを示した。 




    高度成長期のフェーズ 1～3 は競合との出会いが少なかった。しかし、フェーズ 4 





（３）新規事業は、顧客との連携－協業で行う。         「連携－協業モデル」 








































事業をリードする力、また結果に対する考え方は、経営理念に基づく Vision による。 

















図 25 中小製造業の新規事業確立モデル 
 
（５）新規事業は、経験の積み重ねが出来る事業を選択すべきである。 


























    創業のリソースは、モノ、カネよりも一緒にバスに乗るヒトは極めて大事である。
ジェームズ･C･コリンズも｢ビジョナリーカンパニー｣で指摘している[48]。 
（８）事業においては、長続き出来る顧客（人）との出会いが肝心である。 
    創業の基礎となった印鑑自動彫刻機制御装置の H 部品商社の K 氏（現在専務取締
役）から M 社の紹介を受け、DMA につながった。その他、今日までハネロンを支
えた人は数多い。 
（９）ブランドを獲得し、その維持に努める。 
    営業の秘訣は、ハネロンに対する「ファンを作る」ことだと、M 社関連の営業部
長より教えられた。著者は、「レッテル」も必要だと考えた。「ファン」はサービス
で、「レッテル」は技術と考えられるからである。これらはブランドの初期段階で、 
   継続した地道な活動を通じて得られるものである。レッテルは有難くない場合もあ
る。仕事の質がだんだん高くなるからである。しかし、他社がやらない・やれない
仕事に挑戦できる可能性も高くなる。 
（10）新規事業が資金を調達する。              「企業の夢＝銀行の夢」 











    ハネロンは創業当初より顧客の課題解決を仕事としてきたため、顧客の戦略を理
解し、その延長上に沿ってリソースを補給し、プロセス（仕組み）を作ってきた。
肝心なのはリーダーで、顧客提案能力と開発メンバーを統括できるものを選任した。







    ハネロンはフェーズ１以来、大学との産学連携でバブル期でも、十分とは云えな
いが人材を確保できた。 
（13）仕事の転機･“フシ”（Evolution and Revolution）にチャンスがある。 
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